
資料 佐賀県建設技術支援機構 様

東日本大震災

－初動対応、復興、そして教訓－

国土交通省 東北地方整備局

平成26年 ５月２７日

本日お話したいこと

１．東日本大震災の初動（実相）

・ 初動対応

・ 啓開 （「くしの歯作戦」）

・ 地域支援 （被災自治体）

２．復旧と復興の状況

３．教訓、そして備えへ
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○被災範囲（津波遡上範囲）は、

南北500km以上の広範囲に及んだ。

津波遡上範囲

（概要）

発生日時：3月11日 14時46分

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄ：9.0

発生場所：三陸沖
（牡鹿半島の東南東、約130km付近）

深 さ ：約24km

震 度 ：最大震度 7 （宮城県栗原市）

東日本大震災 概要と津波浸水区間
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被害の概要

①人的被害、家屋被害 （警察庁緊急災害警備本部平成23 年12 月22 日時点）

・死者15,843 人 ・行方不明者3,469 人 ・負傷者5,890 人
・全壊127,091 戸 ・半壊230,896 戸
・全焼,半焼281 戸 床上浸水12,917 戸 床下浸水13,952 戸
・津波浸水面積は3 県（岩手、宮城、福島）合計で約500km２。

・避難者数は、未だ約30 万9 千人。（東北人口の約３％）
※避難者数は、H25 年４月４日現在，全

国。

※東北人口は、H2４年10 月1 日現在）

②停電被害 約450 万戸 （東北電力3 月11 日20 時時点）

③都市ガス供給停止 約46 万戸 （（社）日本ガス協会3 月15 日20 時30 分時点）

④断水 約170 万戸 （厚生労働省3 月15 日15 時時点）

⑤通信被害 約190 万回線、約2 万9 千局の基地局が停止
（総務省作成資料_2011 年9 月10 日）
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○最大遡上高さ約40mの津波により、超広範囲で甚大な被害が発生
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１．東日本大震災の実相

・ 初動の対応

・ 啓開 （「くしの歯作戦」など）

・ 地域支援 （被災自治体）

地震発生からの流れ

初 動 復 旧 復 興発 災

・人命救助

・啓開

「くしの歯作戦」

・地域支援

・応急復旧

・本格復旧

・がれき処理

・除染

・復興事業

基幹施設

まちづくり

防災ヘリ
「みちのく号」

緊急発進

○救援ルートを確保する『啓開』と、事後の『復興』を追加。

○沿岸地域が大被害を受け、『地域支援』も本格的に実施。

5

異例な初動
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後方の様子

災害対策室（３／１１ 夜 19:53）

ヘリを緊急発進

発災３７分後、仙台空港の専用ヘリ「みちのく号」を離陸させ、ライブ映像を災対室へ。

その間に、仙台空港滑走路が水没して使用不可能に。 「広範囲な津波被害を想定」

▲仙台空港（３月１１日 １６：００頃）▲福島第一原発

▲東北地方整備局の専用ヘリ 「みちのく号」
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従来からの備え

近年の地震を踏まえた「備え」（強化）

（約33年前） S53.6.12 宮城県沖地震

最大M7.4（震度5）

（約3年前） H20.6.14 岩手・宮城内陸地震

最大M7.2（震度6強）

（約1年前） H22.2.27 チリ中部沿岸地震

最大M8.8

（2日前） H23.3.9 三陸沖地震

最大M7.3（震度5弱）

（今次発生） H23.3.11 東日本大震災 最大M9.0（震度7）

（東北地方太平洋沖地震）

※H23.3.11東日本大震災より起算 8

（写真）宮城県土木部提供

▼宮城県沖地震の被害状況

初動の指示 ③防災ヘリコプターの活用 （第２章 第３節 第３項）

防災ヘリコプターの活用は真っ先に考えること

(1) 日頃から、非常時運行とシミュレーション

(2) 運行委託会社クルーとの非常時の連絡方法の確保

(3) 職員の速やかな搭乗のための工夫

(4) 職員の搭乗を待たず単独フライトするケースの想定と訓練

（写真）
地震で壊れた格納庫シャッターを撤去

9



『被災の状況』 宮城県南三陸町

防災対策庁舎屋上から撮影 被災後の南三陸町防災対策庁舎

（３階屋上を超えてきた津波の状況）

南三陸町
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被災状況 ［岩手県陸前高田市］

被災前

陸前高田市

陸前高田駅
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被災後



被災状況 ［岩手県陸前高田市］

JR陸前高田駅前

JR陸前高田駅前商店街

被災前

被災前

被災後

JR陸前高田駅前

○ 広範囲にわたり、街が根こそぎ被災
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気仙沼国道維持出張所の被災状況

気仙沼市

出張所内で被災した
凍結抑制剤散布車 13

建設業界も同様に、

『自らも被災』



国土交通大臣（当時）とのテレビ会議
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（3月12日）

テレビ会議での決定事項

○ 国土交通大臣に意見具申したこと。

『津波型災害を想定。

災害復旧に先立ち、地方自治体の応援と

救援ルートの確保が不可避。』

○ 国土交通大臣からは、明確な方針と指示。

『第一に人命救助。続いて輸送路の確保。

国土交通省の代表として、所掌にとらわれることなく整備局長の判断により、

考えられることは全部やって欲しい。』

○ １２日からの行動として、「3つの方針」を決断し、指示。

『前提として、太平洋沿岸に大被害が発生。最悪を想定して準備。』

①情報収集

②救援・輸送ルートの啓開

③県・自治体の応援
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（写真）第8回緊急災害対策本部会議（3月12日）

テレビ会議の模様

（写真）第8回緊急災害対策本部会議（3月12日）

テレビ会議の模様



道路の被災状況 ［国道４５号］

路面の崩落状況（岩手県釜石市）

※岩手県提供

歌津大橋 落橋状況（宮城県南三陸町）
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○東北太平洋岸の国道45号だけでも、約2割（85km）が浸水、41区間で通行止めに。

「くしの歯」作戦

第１ステップ 東北道、国道４号の縦軸ライン確保

第２ステップ 東北道、国道４号からの横軸ラインを確保

3/12： 16本のうち、11ルート啓開
3/15： 15ルート啓開

第３ステップ 3/18： 国道45号、６号の97％啓開（作戦終了）

発災後1日 発災後4日 発災後7日
17



津波により災害を受けた岩手県陸前高田市

（H23.3.14撮影）

陸前高田市

津波により災害を受けた国道の啓開完了

（H23.3.16撮影）

○災害協定に基づく、
地域建設業等の協力（全52チーム）

○関係機関との連携

（自治体、消防、警察等）

道路啓開 （地方部）
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道路啓開 （地方部）

津波により災害を受けた岩手県宮古市田老地区

宮古市

津波により災害を受けた国道の啓開完了

三陸大津波による
遡上位置を標示

○津波被害有無の分界点
○明暗くっきり
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道路啓開

陸前高田市国道340号啓開中 岩手県提供資料
りくぜんたかた

陸前高田市
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道路啓開

・国道４５号（宮城県内）の啓開作業中（気仙沼市鹿折地区を撮影）
けせんぬま ししおり

気仙沼市
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道路啓開 （市街地）

宮古市

岩手県宮古市
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多賀城市

宮城県多賀城市

宮城県多賀城市 国道45号 道路啓開前
（H23.3.12撮影）

多賀城市

国道45号 道路啓開中 （H23.3.13撮影）

○街並みで海岸が見えない

○建物の間から低い津波

やがて高い津波が…

道路啓開 （都市部、市街地部の特徴）
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地域支援【緊急資輸送路】

沿岸地域に通じる道路が啓開され、日本全国から救急車両が被災へ急行。

岩手県陸前高田市を支援する消防隊

岩手県山田町に入る自衛隊車両 岩手県野田村に集結した救急車両

岩手県大船渡市を支援する消防隊
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道路の「啓開」が早い理由について

①橋梁の耐震補強対策により、被災が軽減。

②「くしの歯作戦」により、「１６ルート」の「道路啓開」に集
中。

③災害協定に基づく地元建設業等の協力。
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道路橋の耐震補強が

被害を最小限に
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○ 阪神淡路大震災（1995年）での道路橋倒壊被害
○ その後、耐震補強対策※を実施した

（東北管内490橋）
○ これが、落橋などの致命的な被害を防止

（早期復旧の基礎）

緊急輸送道路と震度分布

東日本大震災でも
軽微な損傷のみ

（通行不可（落橋）は
津波流出橋梁のみ）

東日本大震災時点
緊急輸送道路の

耐震補強実施率は
１００％

※耐震補強対策：
落橋・倒壊を防止する対策
（緊急輸送道路の耐震補強

３箇年プログラム
（H17～19実施））

※県管理の対象橋梁４１０橋も
実施率９９％

耐震補強実施状況（Ｈ２３．３時点）

道路種別

県

要対策橋
梁数

実施率

青森県 24 100%

岩手県 100 100%

宮城県 77 100%

秋田県 56 100%

山形県 144 100%

福島県 89 100%

東北計 490

直轄国道

凡　　例：

緊急輸送道路（第1次）

●
耐震補強実施済橋梁
（直轄国道）

海・空路の啓開

＜海路の啓開＞ ＜空路の啓開＞

流出した木材の除去状況（石巻港）

排水ポンプ車による排水作業状況（仙台空港）

（海路）：3/23までに、太平洋側の10港全てで、緊急支援物資受入れが可能に。

（空路）：4/13の「仙台空港“再生”」に向け、排水ポンプ車を集中投入。総排水量 約630万m3。

沈んだコンテナの引き上げ除去
（仙台塩釜港）

沈んだ自動車の引き上げ除去
（仙台塩釜港）

H23.3.13撮影

H23.3.24撮影

3/17より排水開始

27



地域支援

１．ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ （テックフォース・緊急災害対策派遣隊）

２．災害対策機械

３．リエゾン （災害対策現地情報連絡員）

４．支援物資調達

沿岸自治体が大被害を受けたことに対応し、以下の『地域支援』を実施。
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TEC-FORCE （テックフォース・緊急災害対策派遣隊）

○発災翌日には、他地整から8名の先遣隊が到着。

○３日目からは、本省の指揮の下、東北地整以外の職員が被災状況を調査。

▲TEC-FORCE出陣式（3/13）

▲近畿地方整備局TEC-FORCE
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派遣ピーク（3/15）
全　 国　　　　    　 521人

東 北
関 東
北海道
広域（研究機関）

▲日本全国から東北へ集結

▲ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ派遣状況（派遣推移と派遣先）
（平成23年3月11日～5月31日）

29



TEC-FORCE
（緊急災害対策派遣隊）
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TEC-FORCE
（緊急災害対策派遣隊）
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災害対策機械

○３／１４までに16自治体と通信機器（衛星通信車、Ku-satなど）によるホットラインを設立。

○ピーク時、派遣した災害対策機械１９２台の約7割（130台）は東北以外の整備局より集結。

○ 通信機器（衛星携帯電話等）は、21自治体（29箇所）に提供して、通信を復元。

■対策本部車

■排水ポンプ車（30m3／min級）

32

■各地から集結した災害対策車

■衛星電話

■Ku-sat

（小型衛星画像伝送装置）

リエゾン （災害対策現地情報連絡員）

○発災当日より、４県（青森、岩手、宮城、福島）へリエゾン１０名を派遣。

○３／２３までに、4県、３１市町村へ派遣。

○ピーク時（3/23）、リエゾン96名の約6割が東北地整以外 。

▲タンク撤去のために現地
で調整する国交省リエゾン
（岩手河国）
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県・自衛隊リエゾン
市町村リエゾン
　　（うち全国地整）

▲リエゾン（県・市町村等）の派遣人数の推移
※市町村への派遣終了（6月4日）まで
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支援物資調達

▲仮設ハウス ▲仮設トイレ

▲テント 34

支援物資調達

○3/31までに、市町村から要望があった支援物資218件のうち、約9割を平均約3日で対応。

品　　　　目
要望
件数

調達済
件数

仮設ハウス 300 棟 12 8
カーペット 1,951 m2 2 0
断熱材 6,990 m2 2 0
仮設トイレ 1,039 基 11 11
テント 576 張 7 4
埋葬箱 100 本 1 1
収納袋 883 袋 2 2
ガソリン 11,000 Ｌ 4 4
軽油 36,740 Ｌ 17 17
灯油 56,400 Ｌ 8 8
発動発電機 95 基 9 9
バックホウ 6 台 2 2
水・茶 31,900 本 8 8
日用品・食料品等 1 式 22 22
生理用ナプキン 300 個 1 1
おむつ（子供用、大人用） 500 個 1 1
ふとん 300 組 1 1
洗濯機 30 台 2 2

218 198合計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総数量
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佐賀県からの人的支援・物資支援

避難所での医療支援

支援物資の提供（生活用品、車いす、マフラー等）派遣職員による子供への紙芝居

ボランティアの状況（理容・薪割り・炊き出し等）

○被災３県へ行政･医療関係者240名、その他多くのボランティアが人的支援。<Ｈ２６．６時点>

○支援物資として、食料品、トイレットペーパー、車いす、毛布等を搬送。 <Ｈ２４．２時点>

○県内各市町村において、195世帯（511人）の被災者を受け入れ。 <Ｈ２６．３時点>

（出典）佐賀県ホームページより 36
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２．復旧と復興の状況



本格復旧の進捗状況 （東北全体）

○ インフラ（復興道路、海岸堤防、港湾）の復旧は着実に進んでいる。

38（※復興庁ホームページから作成）

１．防災集団移転

・ H26.３月末で全３３７地区のうち、約９割の３０２地区において工事着手済み。
〔全33７地区、25市町村〕

２．災害公営住宅

・ H26.３月末で8,691戸工事着手済み。

１．道路（国直轄）

・国道の本復旧については、H26.3月末で全体延長の99％進捗。
・H26.3月末の復興道路等全体の用地進捗率は約８割、工事着手率は約9割進捗。

２．河川・海岸（国直轄）

・河川堤防は、H26.3月末で被災158箇所のうち、約9割（146箇所）完成。
・海岸堤防は、H26.3月末で約30kmのうち、約7割が完成、約9割で工事着手済み。

平成27年度に完了予定。

３．港湾（国直轄）

・港湾施設は、H26.3月末で被災106施設のうち、約９割の103施設が完成。
・釜石及び大船渡港の湾口防波堤、相馬港沖防波堤は、平成27年度に復旧完了予定。

○基幹事業の整備は、順調に進捗。 まちづくり・住宅も、各市町村で工事が本格化。

復旧・復興事業の進捗状況

※予定地区数・戸数等のデータは岩手・宮城・福島三県内の値

基

幹

事

業

ま
ち
づ
く
り
・住
宅
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復興道路・復興支援道路 総延長 584km

供用済区間 200km

事業中区間 350km

復興道路・復興支援道路

高速道路による減災

・津波浸水区域を極力回避。
・避難階段を設置し、災害時

の避難場所にも。

普代道路（H25.10.13開通）

「矢本石巻道路」避難階段
H26.5.13
石巻市新金沼地区
利用説明会

開通区間を含めると、
全体の約6割（327km）の開通見通しが確定

（平成26年3月29日現在）40

仙台湾南部海岸堤防復旧の取り組みについて
～東日本大震災の復旧・復興～

70%

67%

66%

100%

63%

21%

26%

32%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合 計

山元海岸

岩沼海岸

名取海岸

仙台海岸

完成率

着手率

○重要施設を保全する海岸堤防約５ｋｍの復旧を平成２４年度末に完了
○平成２6年3月末時点で約20ｋｍ区間の海岸堤防復旧完了見込み

平成２６年３月末

●平成24年1月 本復旧に着手

●平成25年3月 約５km復旧完了
（重要施設を保全する海岸堤防）

●平成26年3月末時点
全体延長の約26km（約90％）区間で工事着手済
うち約20km（約70%）が復旧完了見込み

●平成27年度末までに
被災した海岸堤防約３０ｋｍを復旧

【平成26年3月末時点の状況】

91%

98%

79%

100%

91%
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南蒲生浄化センター

仙台空港

県南浄化センター

名亘浄化センター

仙台海岸深沼地区

［権限代行区間］

深沼漁港海岸
荒浜地区

名取海岸閖上・北釜地区

［権限代行区間］

岩沼海岸相ノ釜地区
［権限代行区間］

岩沼海岸納屋地区

［既直轄区間］
（蒲崎工区）

荒浜漁港海岸

鳥の海地区海岸

吉田浜地区海岸

須賀地区海岸

山元海岸山元地区

［既直轄区間］

（笠野工区・中浜工区）

磯浜漁港海岸
磯浜地区

閖上漁港海岸 閖上地区

ＪＲ仙台駅

直轄施行区間 約３０ km
既直轄区間
権限代行区間
重要施設（仙台空港など）
H24年度末完成区間
H26年3月 末現在完成区間
堤防復旧工事中区間

貞山運河

名取川

阿武隈川

今回の津波による浸水域
167km2 （仙台市以南）

七北田川

仙台 ・

仙台市

名取市

岩沼市

亘理町

山元町
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復興事業などをスピーディに進めるために

○ 復興道路会議 等

○ 事業促進PPP／人的支援

○ 建設技術の集中

○ 復興加速化会議

事業促進ＰＰＰの業務分担

○民間技術者チームが、従来、発注者の行ってきた協議調整等の施工前の業務を

発注者と一体となって実施

施工前段階の業務内容

【民間技術者】

新たに、

民間で実施可能とする領域
（※）

既に、
民間委託の領域

【発注者】

発注者の実施が必要な領域
（法制度等から）

・予算管理
・契約
・最終判断
・指示 など

・事業進捗管理
・業務工程管理
・地元への説明
・関係機関との協議・調整
・用地取得計画調整 など

・測量業務
・調査業務
・設計業務
・用地調査業務

など

※ＰＰＰに委ねる業務内容については、発注者と民間が協議して判断。ただし、最終的な責任は発注者がとる。 43



復興道路『10』の建設技術

44

一日も早い完成が望まれる復興事業。

スピードが要求される復興道路事業では、現場毎に多様な課題。

課題を解決するために投入されている「建設技術」。

『10』の新技術が生み出す「5つ」の効果。 （効果1） コスト縮減

（効果2） 工程短縮

（効果3） 安全対策

（効果4） 環境

（効果5） 品質確保
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千徳地区改良工事(岩手県宮古市)
【村本建設㈱】

国道４５号釜石山田道路工事（岩手県釜石市）
【熊谷組・オリエンタル白石ＪＶ】

国道４５号吉浜道路工事（岩手県大船渡市）
【清水・青木あすなろＪＶ】

国道４５号吉浜道路上部工工事（岩手県大船渡市）
【川田建設・安部日鋼工業・日本高圧コンクリートＪＶ】

和野道路改良舗装工事（岩手県陸前高田市）
【㈱ガイアートＴ・Ｋ】

⑧最近、道路の水たまりが減った様な…？
【フル・ファンクション・ペーブ】

⑦その名も「やじろべえ工法」！
【全覆移動作業車】

①ブルドーザを自動制御して施工！
【情報化施工技術】

②発破作業は「人」から「機械」へ！
【爆薬遠隔装填システム】

③吸音ボックスでトンネル工事の騒音対策！
【ブラスト・ウェーブ・イーター】

④早く安全に施工できる設備を採用！
【ノップキャリイ工法】

⑥自然への影響の少ない掘削方法！
【竹割り型構造物掘削工法】

⑤木の根をリサイクルし緑化に活用！
【ネッコチップ工法】

吉浜高架橋下部工第４工事（岩手県大船渡市）
【㈱小澤組】

越喜来高架橋外下部工工事（岩手県大船渡市）
【㈱佐賀組】

せんとく

かまいし やまだ

よしはま

よしはま

はっぱ

お き らい

よしはま

わ の

『10』の建設技術〔ご紹介〕

（復興道路事業と新技術の位置関係）

伊勢前地区道路改良工事（宮城県石巻市）
【大日本土木㈱】

⑨道路づくりは基礎が大事なんです！
【エポコラム工法】

⑩発泡スチロールで道路を作りました！
【軽量盛土工法】

い せ まえ



復興まちづくりを支える「大型ベルトコンベア」 （陸前高田市の例）

46

○ 復興まちづくりの高台造成には、約640万m３の盛り土材が必要。

○ 高台造成エリアを広くカバーする「超大型ベルコン」をセットして土運搬作業を支援。

（概要） ・ 2014年年3月24日運転開始

・ 大手ゼネコン共同企業体で1年2ヶ月を要した

・ 早い地区では、2015年5月に造成完了（見込み）

・ ベルコンは全長3kmで運用。（7月から）

・1日約2万m３の処理能力 （ダンプ4,000台分に相当）

移転先

移転先

移転先

移転元

移転元

気仙川：
河口から7.5km津波遡上

岩手県陸前高田市のまちづくり計画（案）

陸前高田市

災害公営住宅 1,000戸

防災集団移転促進事業 6地区

①三陸縦貫自動車道のルート決定

②海岸堤防新計画高の決定

③まちづくり計画

緊急避難路

47



①契約済等＋未契約 ： 当該期間に契約を予定していた工事件数
②契約済等 ： ①のうち契約に至る、もしくは他工事への変更等により実質的に契約された件数
③未契約 ： ①のうち現時点（H26.3末現在）まで、契約に至っていない件数

①契約＋入札不調・不落 ： 平成25年度中の4月から9月までの入札公告件数
②契約 ： 落札され、契約に至った件数
③入札不調・不落 ： 入札不調・不落等により契約に至らなかった件数凡 例

② ③

①

② ③

①

※ 集計対象：東北地方整備局発注工事のうち、東北６県及び被災３県の｢一般土木｣工事。

○平成25年度上半期の直轄工事入札不調等は、再発注等で着実に執行（９８．８％）が進んでいる。
○再契約まで時間を要する工事があるものの、再発注や既契約工事への設計変更による追加等により更なる

契約を推進。

平成25年度工事契約達成状況（直轄：全工種及び一般土木）

98.8%

98.2%

48

　※「建設労働需給調査結果」（国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課）の「地域別の状況（原数値）」過去データを用いてグラフ作成したもの。※http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/rodo.htm
　※「6職種」とは、型枠工（土木）、型枠工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木）、鉄筋工（建築）をいう。
　※調査対象日は毎月１０～２０日までの間の１日（日曜・休日を除く）
　※調査対象は建設業法場の許可を受けた法人企業（資本金３００万円以上）で、調査対象職種の労働者を直用する建設業者のうち全国約３,０００店社（うち有効回答者数1,335社（H26.1の場合））
　※現在の過不足状況調査事項：モニター業者が手持ち現場において①確保している労働者数、②確保したかったが出来なかった労働者数、③確保したが過剰となった労働者数
　　　過不足率＝（（②-③）／（①＋②））×１００　
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建設技能労働者過不足率の推移（６職種計・地域別）（原数値）

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

全国

不

足

過

剰

H18.4～H26.4

○東日本大震災以降、全国的に技能労働者不足傾向が継続。
○地域によっては、技能労働者（鉄筋工･型枠工）の確保に苦慮している。（業界ヒアリング）

東日本
大震災

【主要６職種】

建設技能労働者過不足率の推移 （建設労働需給調査より）
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○被災３県において、深刻な不足傾向は見られないが、生コンクリート、骨材、鋼材については、今後も注視

主要建設資材の需給動向
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●東日本大震災(H23.3)
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H
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セメント
生コンクリート
骨材（砂）
骨材（砂利）
骨材（砕石）
骨材（再生砕石）
アスファルト合材（新材）
異形棒鋼
Ｈ形鋼
木材（製材）
木材（型枠用合板）
石油

※数字は、モニターから得た回答「緩和」「やや緩和」「均衡」「ややひっ迫」「ひっ迫」を１～５点とし、全モニターの回答を平均したもの
出典：主要建設資材需給・価格動向調査（国土交通省）

ひっ迫
（不足）

緩和
（過剰）

【全 国】

均 衡

【被災３県】

●東日本大震災(H23.3)

主要建設資材の需給動向

50

被災地における施工確保対策

②地方公共団体等（公共発注者）あて

1) 公共工事設計労務単価改定値の早期適用

2) ダンピング受注の排除・歩切りの根絶

3) 適切な雇用環境確保へ元請業者指導

（賃金、法定福利費支払、社会保険等加入徹底）

①建設業団体あて

1) 技能労働者への適切な水準の賃金支払

2) 社会保険等への加入徹底

3) 若年入職者の積極的な確保

4) ダンピング受注の排除

5) 消費税の適切な支払い

◆更なる施工確保対策

・技能労働者の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映 （例年の４月改訂を前倒し）

※1.被災３県：平成25年４月比 ＋8.4％（＋7.1％）／平成24年度比 ＋31.2％（＋23.2％） (注）（ ）は全国

※2.設計業務委託等技術者単価も実勢に沿って、前倒しで改訂：対前年度比＋4.7％

・「復興係数」による間接工事費の補正 （共通仮設費：5割増し／現場管理費：2割増し）

・入札不調の増加に呼応した被災3県の単価引き上げ、新労務単価を踏まえてインフレスライド（継続）

・社会保険への加入徹底へ、必要な法定福利費相当額を反映 （継続）

Ⅱ．技能労働者の処遇改善・若年入職者増加に向けた関係者への要請 （平成２６年１月３０日）

Ⅰ．公共工事設計単価の改訂 （平成２６年２月適用開始）
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○国交大臣、宮城県知事、仙台市長等が出席し、仙台市で開催。（これまでに3回）

『復興加速化会議』

▲太田国土交通大臣

▲会議全景

①「復興係数による工事費の補正」及び「資材価格の
変動に対応した手続き簡素化」を速やかに実施

②コンクリート構造物を工場製品に転換するなど技能
労働者の必要人数低減に繋がる方策を速やかに実施

◆『第1回 復興加速化会議』
（2013年3月3日開催）

① 被災地の現状を正しく認識

② 今後の対応について関係者間で共有

③ 正確な情報を発信

◆『第2回 復興加速化会議』
（2013年10月7日開催）

① 労務単価引き上げ、判断へは常態的に調査

② 生コン公共プラント（国）「来年9月から稼働」

③ 工事発注見通しを早めに関係者で共有し、公表

④ 用地職員を定期的に派遣し、市町村を支援

◆『第3回 復興加速化会議』 （2014年2月1日開催）
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復興は長丁場

阪神・淡路大震災との違い

１．被害の大きさ （範囲、根こそぎ）

２．復興計画の難度 （複雑系、合意の難しさ）

３．組織の力 （官民）
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３．教訓、そして「備え」へ

55

Point

・ 広域の情報を早期に収集 （防災ヘリ）

・ フラットに情報共有、明確な指示 （テレビ会議）

・ 異例の初動と地域支援の実施へ （早く、大きく構えた）

・ 各ミッションで集中対応 （くしの歯作戦）

・ 建設業の献身的な活動 （災害時協定）

・ 全国ネットワークの組織で対応 （各地方整備局）

・ 経験を生かす災害サイクル、次への備え

東日本大震災 「非常時のルール」で
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高まるリスク

自然災害

老朽化

自然災害の進化、高まるリスク

大規模地震、津波

集中豪雨、ゲリラ豪雨、爆弾低気圧

水害

土砂災害

大雪、豪雪

竜巻
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気象庁では、

『特別警報』 運用開始



高齢化を迎える道路橋 〔全国〕 （橋梁～橋長２m以上～）

58

※東日本大震災の被災地域は一部含まず

※都道府県・政令市は、地方道路公社を含む

高齢化を迎える道路トンネル 〔全国〕

○ 道路トンネルは１万本を超え、高度経済成長期以降に多く建設。都道府県管理が約5割を占める。

59出典：国交省調べ



技術者の減少と高齢化

○ 近年の建設投資の急激な減少により、経営が悪化。

○ 機材や人材を手放す、構造的な課題に直面。

○ 建設産業として、中長期的に安定した事業が見通せれば新規人材確保も可能に。

60（出典：経済財政諮問会議（平成25年度 第23回）11月20日 国土交通大臣提出資料から抜粋）

61

Point
進化するリスク

・ 自然災害

・ インフラの老朽化

・ 疲弊する国土の守り手



62

Point

・ 自然の脅威に曝される、我が国の国土条件の宿命

・ 少子高齢化もすぐに止まらない

・ だから、諦めることはできない

・ リスクは進化するが、我々も進化できる知恵と勇気がある

高速道路未整備区間による迂回選択の欠如

93%

102%

117%

90%

103%

97%

100%

101% 26%

新潟
中央

117%

新潟
中央

新潟
中央

高速道路未整備区間が残る主な区間

H16新潟中越地震
直後交通量の変化

H23東日本大震災
直後交通の変化

×通行止め
×通行止め

新潟
仙台

※震災直後、平日1週間データ ※震災直後、平日1週間データ

○ H16新潟中越地震時、関越道が長期間通行止めとなったが、2本の迂回路が機能

○ 一方、東北地方は縦軸に東北自動車がつながっているのみで、迂回路がない状況

関越道
通行止め 2週間

関越道
１．２倍

×

×

×
×

×

×
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佐賀県 川久保断層系による地震 被害想定

・佐賀県南東部で震度６強 。震度５弱以上の区域が広範囲に。

・福岡県北西沖を震源とする地震(H17.3.20)では、県内で初めて震度６弱を観測。

地震の震度分布（川久保断層系による地震 M6.8）

出典：佐賀県防災会議（平成26年3月25日）資料より

被害想定概要
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佐賀県 対馬海峡東の断層の地震 被害想定

・玄界灘沿岸地域では、唐津市で津波高１．６ｍ。

・東北地方太平洋沖を震源とする地震では、玄海町で０．２ｍの津波を観測。

津波シミュレーション結果最大浸水深分布図

出典：佐賀県防災会議（平成26年3月25日）資料より

被害想定概要
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九州の幹線道路ネットワーク

○ 九州地方の高規格幹線道路等、総延長約1,513ｋｍのうち、約1,143ｋｍ(76%)が開通済。

○ 高規格幹線道路がつながっていないのは「6区間」。（ミッシングリンク）

出典：九州地方整備局HPより（平成26年4月1日時点)

佐賀地方佐賀地方
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阪神・淡路大震災との違い

地震エネルギーの差

阪神・淡路大震災 M7
東日本大震災 M9 → 約1,000倍

地震被害の様相

阪神淡路・大震災 都市型の災害

東日本大震災 津波型の災害

犠牲の要因

阪神淡路・大震災 圧死 83％

東日本大震災 溺死 92％
（※参考）関東大震災（1923年） 焼死 87％

○ 地震によって、被害と様相が全く異なる。
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過去二千年間の東日本太平洋側の巨大地震

■ 過去二千年間の東日本太平洋側のＭ８以上の地震

・ ４例とも首都圏直下型地震と連動（１０年以内）
・ ４例中３例が東海・南海・東南海地震と連動（１８年以内）

出典 ： 「日本復興計画」（京都大学大学院工学研究科 都市社会工学専攻 藤井聡研究室）から引用

東日本側

仁和地震
（Ｍ8.0-8.3）

（Ｍ8.3-8.6） 東海・東南海 （Ｍ7.4）
869年 887年 878年

慶長地震
（Ｍ7.9-8.0）

（Ｍ8.1） 東海・南海・東南海 （Ｍ6.1）
1611年 1605年 1615年

（Ｍ8.2-8.5） （Ｍ7）
1896年 1894年

昭和南海 ・ 
　　　東南海地震

（Ｍ8.2-8.5） （Ｍ7.9-8.0） （Ｍ7.9）
1933年 1944-46年 1923年

２年前

１０年前

－ －
明治三陸地震

昭和三陸地震

相模・武蔵地震

江戸地震

明治東京地震

関東大震災

１８年後

６年前

１１年後

西日本側 首 都 圏

貞観地震

慶長三陸地震

９年後

４年後
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備え

初動

教訓

復興

記録

復旧

災害対処のサイクル

備えのサイクル
（将来災害への対処）

復興のサイクル
（当該災害への対処）

発災
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今後 達成すべきこと

１．東北の復興

○ 東北全体 バランスのとれた復興

○ 復興事業を円滑に進める工夫

２．長期の発展を支える体制

○ 全国的なインフラ整備へ

○ 継続的な予算確保

○ 健全な建設業
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東日本大震災の実体験に基づく 災害初動期指揮心得

『 備えていたことしか、役には立たなかった。

備えていただけでは、十分ではなかった。 』

最後の教訓

備え、しかる後にこれを超越せよ

熟練した職員こそ、究極の「備え」
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（社員、技術者、協力者全て）



ご静聴ありがとうございました。

長きにわたる復興、これからもご支援をお願いいたします。

岩手県陸前高田市


